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Abstract 
To examine the self-efficacy of Japanese teachers in TALIS 2013, it was important to analyze the 
relationships between the individual differences in each of the three sub-scales of the self-efficacy 
and their responses to each questionnaire item, regarding response categories as ordinal. The purpose 
of this study was to investigate the tendency of the responses of Japanese secondary school teachers 
for each level of the respective sub-scales. The authors applied confirmatory multidimensional ordi-
nal item response models to the data on the self-efficacy of Japanese teachers in TALIS 2013. 
The results showed that, the average teachers tended to respond “To some extent”, which was the 
second least positive response category of the four, to the respective items on the efficacy in student 
engagement. To the items on efficacy in classroom management, the average teachers tended to re-
spond to about the same degree “To some extent” or “Quite a bit”, which was the second most posi-
tive category. The results also revealed that, for all items on the three aspects of efficacy, the teachers 
with one standard deviation below the mean tended to respond “To some extent”. As for the efficacy 
in student engagement, on the other hand, there were items that the teachers with one standard devi-
ation above the mean did not tend to respond “Quite a bit.” We obtained some suggestions about the 
professional development of teachers on self-efficacy. 
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とである。しかしながら、OECD による国際教員指導環境調査の 2013 年調査（以下、TALIS2013
とする）の結果によると、表 1から表 3に示した教員の自己効力感に関する三つの側面とそれぞれ
の側面で尺度を構成する計 12 項目 (1)の回答結果から、“日本では自己効力感の高い教員の割合が
16％から 54％と低い”（国立教育政策研究所, 2014, p.191）という実態が指摘された。さらに、“OECD
加盟国の平均と比較して低いだけでなく、TALIS2013年調査参加国の中で最も低い”（国立教育政策
研究所, 2014, p.191）とも注記された。 
 
表 1 「学級運営」を構成する項目群 
 
 
表 2 「教科指導」を構成する項目群 
 
 


























国立教育政策研究所（  P22 ）より作成 
国立教育政策研究所（  P22 ）より作成 
TALIS2013における日本の教員の自己効力感についての確認的な多次元項目反応モデルに基づいた一検討 
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分析や教育政策の検討に資することを目指し”（国立教育政策研究所, 2014, p.5）たものである。





















































った 21名を分析対象から除外した。最終的な分析対象者は 192校の 3,463名の教員とした。 
 表 1から表 3にある通り、(4)、(6)、(8)、(9)の 4項目は「学級運営」を、(3)、(10)、(11)、(12)の 4
項目は「教科指導」を、(1)、(2)、(5)、(7)の 4 項目は「生徒の主体的学習参加の促進」を測定して
いるものとされた（国立教育政策研究所、2014）。なお、日本のデータに対して上述の三つの因子と
各因子から各項目へのパスの配置を仮定した 3 因子の確認的因子分析を適用した結果が OECD








の数を 3とし、各潜在特性から各項目へのパスの配置について、表 1から表 3に示した尺度と項目
との対応関係に基づいた確認的な多次元項目反応モデルを適用した (2)。このため、ある項目に影響
を与える潜在特性は、どの項目でも三つのうちいずれか一つであるとした。加えて、それぞれのモ




 潜在特性の数が一つである 1次元の段階反応モデル（Samejima, 1969）を、複数の潜在特性を仮定
するように拡張した多次元段階反応モデル（Muraki & Carlson, 1995）がある。本研究では、後述す
るソフトウェアで用いられているロジスティックモデルで表現されたモデル式（Asparouhov & 
TALIS2013における日本の教員の自己効力感についての確認的な多次元項目反応モデルに基づいた一検討 
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Muthén, 2015）に基づいた。具体的には、潜在特性が f（本研究では 3行 1列の縦ベクトル）である
際に、i番目の項目に対してカテゴリ jの回答をする確率 Pij(f)を、jが最初のカテゴリ（本研究では、
最も否定的な回答カテゴリ）の場合は 
𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖(𝒇𝒇) = 11 + exp �−𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝝀𝝀𝑖𝑖′𝒇𝒇� 
とし、jが最後のカテゴリ（最も肯定的な回答カテゴリ）の場合は 
𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖(𝒇𝒇) = 1 − 11 + exp�−𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝝀𝝀𝑖𝑖′𝒇𝒇� 
とし、jが中間のカテゴリの場合は 
𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖(𝒇𝒇) = 11 + exp �−𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝝀𝝀𝑖𝑖′𝒇𝒇� − 11 + exp�−𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝝀𝝀𝑖𝑖′𝒇𝒇� 
とするモデルである。τijは項目 iの当該カテゴリまでのしきい値を示し、項目あたり j-1（本研究で
は 3）個推定される。また、λiは項目 iの因子負荷量を示す縦ベクトルであり、本研究では例えば、 
𝝀𝝀1
′ = (0 0 𝜆𝜆13) 
𝝀𝝀3
′ = (0 𝜆𝜆32 0) 
𝝀𝝀4





 潜在特性の数が一つである 1次元の一般化部分採点モデル（Muraki, 1992）を、複数の潜在特性を
仮定するように拡張した多次元一般化部分採点モデル（Yao & Schwarz, 2006）がある。本研究では、
後述するソフトウェアで用いられているモデル式（Asparouhov & Muthén, 2015）に基づいた。具体
的には、潜在特性が η（本研究では 3行 1列の縦ベクトル）である際に、i番目の項目に対してカテ
ゴリ k（k = 0, …, m-1）の回答をする確率 Pik(η)を 
𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖(𝜼𝜼) = exp �∑ �𝜷𝜷𝑖𝑖′𝜼𝜼 − 𝜏𝜏ℎ,𝑖𝑖�𝑖𝑖ℎ=0 �∑ exp �∑ �𝜷𝜷𝑖𝑖′𝜼𝜼 − 𝜏𝜏ℎ,𝑖𝑖�𝑔𝑔ℎ=0 �𝑚𝑚−1𝑔𝑔=0  
とするモデルである。τh,iは項目 iの隣接するカテゴリ間のしきい値を示す。各項目で、通常、𝜏𝜏0,𝑖𝑖 = 0
と制約を置くため、項目あたり m-1（本研究では 3）個推定される。また、βiは項目 iの因子負荷量
を示す縦ベクトルであり、本研究では先と同様に、 
𝜷𝜷1
′ = (0 0 𝛽𝛽13) 
𝜷𝜷3
′ = (0 𝛽𝛽32 0) 
𝜷𝜷4









分析にはMplus version 7.4（Muthén & Muthén, 1998–2015）というソフトウェアを用いた。このソフ
トウェアでMLR（maximum likelihood estimator with robust standard errors using a numerical integration 




 情報量規準の観点からは、確認的な多次元段階反応モデル（AIC = 60596.691、BIC = 60910.335）





ついて、対応する潜在特性の各水準における項目反応カテゴリ特性曲線を図 1から図 12に示す (4)。 
 




自己効力感 項目番号 λ i 1 λ i 2 λ i 3 τ i 1 τ i 2 τ i 3
3.331 -7.861 -0.250 4.417
(0.166) (0.342) (0.094) (0.197)
1.677 -5.323 -0.189 3.107
(0.076) (0.177) (0.055) (0.099)
3.885 -9.714 0.122 5.660
(0.233) (0.596) (0.121) (0.286)
4.631 -9.988 0.028 6.239
(0.267) (0.594) (0.140) (0.322)
2.091 -5.785 0.469 4.428
(0.091) (0.214) (0.066) (0.152)
1.986 -3.608 1.573 4.961
(0.082) (0.123) (0.072) (0.147)
2.933 -8.080 -0.391 4.326
(0.118) (0.335) (0.082) (0.165)
3.010 -6.692 0.534 4.876
(0.136) (0.258) (0.087) (0.191)
2.810 -5.614 3.062 7.293
(0.154) (0.253) (0.145) (0.306)
3.351 -6.896 2.401 7.917
(0.219) (0.357) (0.162) (0.435)
2.276 -4.228 2.196 6.114
(0.108) (0.157) (0.091) (0.204)
1.073 -1.834 1.987 4.600













































i1 i2 i  i1 i2 i3 
TALIS2013における日本の教員の自己効力感についての確認的な多次元項目反応モデルに基づいた一検討 





















































































































































図 11 問 34(5)の項目反応カテゴリ特性曲線（段階反応モデル）  図 12 問 34(7)の項目反応カテゴリ特性曲線（段階反応モデル） 
  
第一に、平均的な自己効力感の教員として、各側面で潜在特性値が 0（偏差値換算で 50）を想定


























 なお、「教科指導」については、(11)以外は τi2が正であり、高度に有意（p < .001）であった。図 7
以外の図 5、図 6、図 8において、潜在特性値が 0の場合の反応確率は、「ある程度できている」が
相対的に高かった。 















































自己効力感 項目番号 β i 1 β i 2 β i 3 τ 1,i τ 2,i τ 3,i
3.199 -7.638 -0.198 4.200
(0.180) (0.366) (0.093) (0.220)
1.449 -4.803 -0.086 2.606
(0.076) (0.186) (0.053) (0.115)
3.787 -9.554 0.162 5.508
(0.246) (0.618) (0.119) (0.303)
4.492 -9.774 0.060 6.033
(0.262) (0.586) (0.137) (0.321)
1.937 -5.496 0.503 3.997
(0.097) (0.229) (0.064) (0.178)
1.753 -3.304 1.544 4.154
(0.080) (0.127) (0.069) (0.174)
2.833 -7.913 -0.342 4.131
(0.127) (0.356) (0.082) (0.181)
2.860 -6.474 0.564 4.558
(0.145) (0.274) (0.084) (0.214)
2.713 -5.497 3.021 6.784
(0.160) (0.261) (0.146) (0.355)
3.289 -6.833 2.395 7.641
(0.225) (0.369) (0.162) (0.460)
2.137 -4.058 2.151 5.472
(0.112) (0.164) (0.089) (0.243)
0.877 -1.595 1.871 3.039
(0.062) (0.071) (0.066) (0.181)
カッコ内はロバスト標準誤差。斜体以外はp < .001で有意。


































































































































































































図 23 問 34(5)の項目反応カテゴリ特性曲線（一般化部分採点モデル）  図 24 問 34(7)の項目反応カテゴリ特性曲線（一般化部分採点モデル） 
 
 第一に、平均的な自己効力感の教員として、各側面で潜在特性値が 0（偏差値換算で 50）を想定



























 なお、「教科指導」については、(11)以外は τ2,iが正であり、高度に有意（p < .001）であった。図
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